
東日本大震災による被災者の救済と復興支援に関する決議

当会は、２０１１年（平成２３年）３月１１日東北地方を襲った東日本大震

災（以下「本件震災」という）に関して、以下のとおり決議する。

１　当会は、本件震災に関して、当会会員に災害対策に関する研修等を行うこと

で災害関連法及び今後なされるであろう法整備等の情報を会員に提供しつつ、

当地への被災移住者及び本件震災を契機として発生する取引被害等の間接被

害者らに対し、無料法律相談を継続して行く。

２　当会は、被災地弁護士会及び被災地住民に対して、義捐金支援を行うととも

に当該被災地弁護士会や日本弁護士連合会からその支援要請を受けた際には、

被災地内での法律相談等の法的支援に協力可能な弁護士の派遣を行う。

３　当会は、国に対して、新たな立法や法改正などの立法措置、財政出動や人的

支援など被災者の救済と被災地の復興のために、全力を尽くすことを求める。

４　当会は、国および東京電力株式会社に対して、住民の健康安全を確保するた

め福島第一原子力発電所に関する情報を正確、迅速に公表すること、また放射

線量管理を行い、住民に対して適切な避難措置を講じること、さらに放射性物

質の影響により避難措置を受けた住民の被る損害、放射性物質による農業被

害、漁業被害等に対し、速やかな賠償及び補償を行うことを求める。

以上のとおり決議する。

２０１１年（平成２３年）５月２５日

　　　　　　　　　　　　　　　

福　岡　県　弁　護　士　会
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（提案理由）

１　本年３月１１日午後２時４６分に発生した東日本大震災（以下「本件震災」

という）は，マグニチュード９．０、最大震度７という国内観測史上最大の

地震であった。地震にともなって発生した大津波は、東北地方の太平洋沿岸地

域に家屋の全壊８万８８７３戸、半壊３万５４９５戸をはじめ、農地の流失、

海水による塩害、漁港の消失、車や船の損壊など、壊滅的な被害を与え、死者１

万５０１９名，行方不明９５０６名（警察庁まとめ、５月１３日現在）とい

う未曾有の災害となった。いまなお１１万人を超える多数の被災者が不自由

な避難生活を余儀なくされている。

２　また、本件震災に伴って発生した、福島第一原子力発電所の事故は、国際原

子力・放射線事象評価尺度の暫定評価レベル７という最悪の事態であり、大

量の放射性物質が大気や海へ放出されている。このため、近隣住民は避難を余

儀なくされたばかりか、原子炉の冷却機能不全の状況の下、避難生活は長期化

が予想されている。また、農作物に対する出荷制限、海洋汚染の広がりによる

漁業への影響等、放射性物質による被害の複合被害が深刻なものとなってい

る。さらに，目に見えない放射線に対する風評被害による地域経済への影響

も甚大である。

３　本件震災により、多くの被災者は、住居を奪われ、職を失い、明日の生活の見

通しも立て難い状態にある。住宅ローンや事業資金等の借入金の返済がどう

なるのか、仕事に戻れるのか、原子力災害のもと、いつ、自宅に戻れるか、学校

に戻れるか等不安な日々を過ごしている。また不安定生活の継続による被災

者の心のケアの問題も重要な懸念として認識されている。

４　日本弁護士連合会は、震災当日に災害対策本部を立ち上げ、義捐金の募集、

無料法律相談活動を開始した。また、全国の弁護士会も同様の活動をはじめて

いる。特に、被災地である東北、関東の弁護士会は、地震直後から電話やや避難

所に出向いての無料法律相談を行うなど、困難な中で献身的な活動を行って

きている。

５　当会も、４月２日に東日本大震災復興支援対策本部を立ち上げ、義捐金の募

集や無料法律相談などの活動を始めた。現在の法律においては到底対応でき

ないと思われる状況が相応期間継続するものと思料される中、当会において
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は災害対策に関する研修会を実施するなどし、現行法秩序内における対応可

能領域を認識するとともに、今後の国からの新たな立法過程や政治対応など

につき情報整理を行うことで的確な法律相談を継続的に行っていくことが重

要であると認識している。

確かに、今回のような決して法整備が充足しているとは言えない事態の中

での法律相談には一定の限界があることも承知しているし、一対一の個別的

な相談対応が、即座に相談者の抱える問題を解消するものとは考えることは

できない。

しかし、法的問題の専門家たる弁護士が直接被災者の方と対話することは

たとえ解決に直結するものではないにせよ、必ずや被災者を苦しめる無限定

な不安感や焦燥感を幾ばくかでも解消することになると思われ、相談業務の

重要性は、決して軽視することはできないものと信じる。

既に当地に被災移住してきた方々がおられ、原発問題の収束も不確実な中

で今後も多数の被災移住者が当地に来られる可能性がある。また直接被害者

でなくとも被災地における企業等の事業活動の停止ないし停滞により、当該

企業等と関連する当地の事業者の方々も相当の被害を受けているものと思わ

れる。以上の点に留意しつつ、当会は、本件震災における直接、間接の被害者の

方々に対して、無料法律相談を継続して行く。

６　また、直接対話を伴う法律相談の要請は、被災地における住民の方々らにこ

そ特に必要なものであり、当会は日弁連との連携のもと、被災地弁護士会から

の要請に応え、現地への当会会員の派遣に積極的に取り組む決意である。

我が国において地震災害はどこにでも起こりうるものである。今回被災地

となった地域における法的ニーズ等を当会からの派遣弁護士が実地に見聞す

ることは、被害状況に関する情報を当会内部で共有することにもなり、さらに

は当会のみならず全国的な支援活動や今後の災害対策にも結びついて行くも

のである。

７　今回の震災で家を失ったり、避難を余儀なくされたり、職を失ったり、農地

や漁場を失ったりなどの直接被害、また交通途絶による商品の流通阻害によ

る取引の支障などの間接被害などの財産的損害、さらには災害遭遇それ体は

もちろん、近親者の死亡や行方不明などによる喪失感や長引く避難生活にお
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ける精神的な疲弊など、今回の震災による被害は枚挙に暇がない。

　こうした大規模かつ多種多様な被害を救済し、被災者の被害回復や被災地

の復興をある程度包括的に実現するには、国における早急かつ実効性のある

立法作業や政策決定が強く求められるところである。

具体的な施策については随時表明されつつあるが、当会は、国に対して、新

たな立法や法改正などの立法措置、財政出動や人的支援など被災者の救済と

被災地の復興のために、全力を尽くすことを求める。

８　今回震災による福島第一原子力発電所の炉心溶融を含む大事故による被害

は国を超えた世界的な関心事となる大規模なものであり、国や関係自治体、東

京電力は、被災者の救済と復興支援のために全力を傾けるべき責務があるの

は当然のことである。

この点につき当会は、国及び東京電力に対して、福島第一原発事故の現状及

び今後想定される事態や各地の放射能汚染の実情と被曝による長期的なリス

クに関する情報、被曝防護に関する情報を正確かつ迅速に国民に提供するこ

と、また適切な範囲の住民を速やかに避難させることを求める。

さらに放射性物質により避難措置を余儀なくされた住民の受ける被害や失

われた農地や漁場に対する農・漁業被害、また風評被害等に対し、速やかな賠

償及び補償を行うことを求める。

９　当会は、本件震災によって亡くなられた方々に謹んで哀悼の意を表し、ご冥

福をお祈りするとともに、本件震災や原子力発電所の事故で被災されたすべ

ての方々に対して心からお見舞い申し上げる。

また今回事態に対し、基本的人権の擁護と社会正義の実現を使命とする弁

護士や弁護士会の果たすべき役割の大きさを正面から受け止め、その役割を

果たすべく全力で活動する決意である。
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